
東日本大震災の発生（平成23年3月11日）

「災害に強い国土づくりへの提言 ～減災という発想にたった巨大災害への備え～」（平成23年7月26日 国土審議会政策部会防災国土づくり委員会）

「東北地方太平洋沖地震を教訓とした地震・津波対策に関する専門調査会 報告」（平成23年9月28日 中央防災会議）

「中部圏地震防災基本戦略（中間とりまとめ）」（平成23年12月27日 東海・東南海・南海地震対策中部圏戦略会議）

3連動地震等の広域的大災害に対し、中部圏の実情に即した予防対策や応急・復旧対策などについて総合的観点から重点的・戦略的に取り組むべき事項を示す

「津波避難対策検討ワーキンググループ 報告」（平成24年7月18日 中央防災会議防災対策推進検討会議）

「南海トラフ巨大地震対策について（中間報告）」（平成24年7月19日 中央防災会議防災対策推進検討会議）

「防災対策推進検討会議 最終報告 ～ゆるぎない日本の再構築を目指して～」（平成24年7月31日 中央防災会議）

「南海トラフ巨大地震の被害想定について（第一次報告）」（平成24年8月29日 中央防災会議防災対策推進検討会議）

「中部圏地震防災基本戦略（最終とりまとめ）」

＜修正のポイント＞

① 「優先的に取り組む連携課題」（10課題）の取組の成果と施策の反映 ⇒ アクションプランの策定

② 「南海トラフの巨大地震の被害想定」報告などの反映

③ 「災害に強い国土づくりへの提言」との整合の再確認

④その他（「策定の前提」の追記）

中部圏地震防災基本戦略の修正（最終とりまとめ）概要

1

平成24年11月5日 東海・東南海・南海地震対策中部圏戦略会議



中部圏の学識者及び防災関係機関が協働で、南海トラフの巨大地震等の大規模災害に対し、
総合的かつ広域的視点から重点的・戦略的に取り組むべき事項をとりまとめ。

「最終とりまとめ」では、

1. 中部圏は、東西交通の要衝に位置し、人口や産業が集積している地域であり、被災によって

日本経済への影響も懸念されることから、生活や経済活動への影響を防止・低減する施策を

推進すること

2. 昨年12月に公表した「中間とりまとめ」で優先的に取り組む連携課題として選定した10課題

についてアクションプランを策定し、進捗状況を定期的にフォローアップするとともに、取

組の成果を共有し、施策を推進すること

3. 今後、中央防災会議が策定する「南海トラフ巨大地震対策大綱（仮称）」等に基本戦略に盛

り込まれた優先的に取り組む連携課題の成果等が反映されるよう働きかけること

4. 中部圏戦略会議の構成機関等が連携し、広域的・実践的な地震・津波防災訓練（防災-TEC）

を毎年開催すること

などを盛り込む。
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中部圏地震防災基本戦略（最終とりまとめ）のポイント



○基本戦略は、「避難・防御」～「応急・復旧」～「復興」にいたるまでの各段階において、有機的な連携を継続しながら各
施策を実施することが重要。

○基本戦略における多くの課題の中で、各機関の緊密な連携なくしては達成が難しく、かつ緊急に対処すべき課題を「優
先的に取り組む連携課題として１０課題を選定。

○この連携課題も各段階において相互に関係する場合もあることから、検討にあたっては、互いの検討状況、成果の共
有を図るとともに、必要な調整を行い、一体的な対策として推進することとする。
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避難、防御 復興

被害の最小化に向けた事前対策 迅速な応急対策、早期復旧の実施体制の構築
地域全体の復興を
円滑に進めるために

１．災害に強いものづくり中部の構築（中部経済産業局）
～産業防災・減災対策～

２．災害に強い物流システムの構築（中部運輸局）
～被災者への支援物資、復旧・復興に必要な物資の輸送～

３．災害に強いまちづくり（中部地方整備局）
～津波警戒区域等を踏まえた市街地の形成など～

４．情報伝達の多層化・充実と情報共有の強化（東海総合通信局）
～緊急速報メールの利用促進、防災行政無線の充実強化など～

５．防災意識改革と防災教育の推進（三重県）
～防災リーダー育成、防災教育・訓練など～

７．防災拠点のネットワーク形成に向けた検討（中部地方整備局）

～広域防災拠点の整備など～

６．確実な避難を達成するための各種施策の推進（静岡県）

～津波避難路、避難ビルの整備など～
８．道路啓開・航路啓開等のオペレーション計画の策定（中部地方整備局）

～道路啓開、航路啓開、排水計画策定など～

９．災害廃棄物処理のための広域的連携体制の整備（中部地方環境事務所）
～廃棄物処理計画の策定など～

１０．関係機関相互の防災訓練の実施（中部管区警察局）
～広域的・実践的防災訓練の実施～

応急・復旧

優先的に取り組む連携課題（10課題）

（ ）は幹事機関


